




 

議案第２９号  
 
令和８年度福生都市計画瑞穂町箱根ケ崎駅西土地区画整理事業特別会計予算  

 
 令和８年度福生都市計画瑞穂町箱根ケ崎駅西土地区画整理事業特別会計の予算は、次に

定めるところによる。  
 
 （歳入歳出予算）  
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７３０，２６２千円と定める。  
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は､「第１表歳入歳出予算」によ  

る。  
 （地方債）  
第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２

表地方債」による。  
 

令和８年２月２７日  
 

提出者  瑞穂町長   山 﨑  栄  
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２ 一 般 職

（１）　総　括

備考　（　）内は、短時間勤務職員で外書き

給　　　　　　与　　　　　　費

6,851

726

千円

5,279

千円

2,829 2,450

共 済 費
報　　酬 給　　料

比　　較 532 194

前 年 度 846 6,125

職員手当 計

本 年 度 3,063 2,748 5,811 1,040

千円

職員数

1

区　　分

　人 千円 千円 千円

合　　計

255

職員手当 千円 千円 千円

の 内 訳
490

区　分
扶　養

手　当

234 298

本年度

1

千円 千円 千円

1,304 41171

期末・
勤　勉
手　当

児　童

手　当

退　職
手　当
負担金

管理職

手　当

地　域

手　当

超　過
勤　務
手　当

通　勤

手　当

住　居

手　当

特　殊
勤　務
手　当

千円千円千円 千円

比　較 94 △ 13 70147

前年度 396 268

4811,45171
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（２）　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

給与改定の状況

実施時期

平均昇給率　　1.55%

昇給期 4 月

職員数 人

234給　　料

 給与改定に伴う増分 187  給与改定に伴う増 187

千円 千円千円

47

1

 普通昇給に伴う増分

改定率　　　　6.62%

令和7年4月1日

職員手当 298

 制度改正に伴う増分 138  支給率等の改定に伴う増 138   地域手当、期末・勤勉手当、退職手当負担金

 その他の増減分 160  その他の増減 160
  地域手当、超過勤務手当、 期末・勤勉手当、
  退職手当負担金

47

増 減 額 増減事由別内訳区　　分

 普通昇給に伴う増

説　　　　　明 備　　　　　考
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（２）　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

給与改定の状況

実施時期

平均昇給率　　1.55%
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職員数 人

234給　　料
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1

 普通昇給に伴う増分

改定率　　　　6.62%
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増 減 額 増減事由別内訳区　　分

 普通昇給に伴う増

説　　　　　明 備　　　　　考

（３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与 イ　初任給（令和８年１月１日現在）

円 円

円 円 円 円

25 歳 5 月 - 歳 - 月 円 円

円 円

円 円

24 歳 5 月 - 歳 - 月

ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容） （令和8年1月1日現在）

人 ％

 　部長の職務

　 課長の職務

 　係長の職務

 　主任の職務

 　主事の職務

人 ％

平均給与月額 高　校　卒 200,300 200,300

現　　　　在 平均年齢

一般行政職

-

区　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平均給与月額 265,170 -

区　　　　　　　分

平均給料月額 235,700

町 国

平均給料月額 251,300 - 一般行政職

技 能 労 務 職
区　　　分

-

令和7年1月1日

構成比

292,380

大　学　卒 242,000

一　 般　 行　 政　 職

級 職員数

現　　　　在 平均年齢

１ 級

令和8年1月1日

５ 級

計

５ 級

現　　　　在

100.0

１ 級 1 100.0

２ 級

1

計 1

100.0

令和8年1月1日

1

令和7年1月1日 ４ 級

現　　　　在

４ 級

３ 級

100.0

３ 級

５ 級

４ 級

２ 級

３ 級

２ 級

区　　分 職　　　務　　　内　　　容

一
般
行
政
職

１ 級

総合職 242,000
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エ　昇給 オ　期末手当・勤勉手当

人 人

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和８年１月１日現在）

％ ％ 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

キ　地域手当（令和８年１月１日現在）

全 域

％

％ ％ 地域区分により

～ 0 ％

1 1

一般行政職

本 年 度 2.325 月分 2.325 月分 0.25

昇給に係る職員数（Ｂ） 1 1

号給数別内訳

1 号給

2 号給

3 号給
本
年
度

職員数（Ａ）

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率
職制上の段階職務の

６月 １２月 ３月 級等による加算措置

比率（Ｂ）／（Ａ） 100.0 100.0

比率（Ｂ）／（Ａ） 100.0 100.0

前 年 度 2.275 月分 2.325 月分 0.25 月分 4.85 月分

月分

前
年
度

職員数（Ａ） 1 1

昇給に係る職員数（Ｂ） 1 1

号給数別内訳

1 号給

2 号給

3 号給

4 号給

5 号給

6 号給

1 1

4 号給 1 1

5 号給

6 号給

区　　　　　　　分
合計

4.65 月分

月分 4.90 月分 有

有

47.709 定年前早期退職特例措置

(支給率等) （２％～４５％加算）

支 給 対 象 地 域

有

区　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
そ の 他 の

加 算 措 置 等

支給率等
23.00 30.50 43.00 43.00 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

国の制度 2.325 月分 2.325

支 給 率 14.0

支給対象職員数 1 人

国 の 制 度

（ 支 給 率 ） 20.0

国の制度
24.586875 33.27075 47.709
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ク　その他の手当（令和８年１月１日現在）

 配偶者 3,000円（給料表3級以下職員のみ支給）  配偶者 3,000円（行政職俸給表(一)7級以下職員のみ支給）

 子 11,500円  子 11,500円

 満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

 1人につき 4,000円を加算  1人につき 5,000円を加算

 父母等 6,000円（4級職員は3,000円）   父母等 6,500円（行政職俸給表(一)8級職員は3,500円）

 

 当該年度末35歳未満の世帯主等で借家人 

 15,000円  借家家賃区分に応じて 28,000円まで

 交通機関使用者 55,000円まで  交通機関使用者 150,000円まで

 交通用具使用者 7,400円まで  交通用具使用者 38,700円まで

国

扶 養 手 当 月 額

住 居 手 当 月 額

通 勤 手 当 月 額

区　　　分 町

 満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子
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